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労働者用住宅供給システムの生成過程

一一イギリスの1924if-住宅法

藤原一哉

I はじめに

一般に，イギリスにお什る社会政策や福祉政策は，労働者向け公共サーピス

の提供を公共+ ピス供給システムの百組織化と結びつけて検討するという特

徴があり，日本における福祉政策などと比較するとき，福祉と産業に対する関

連の付け方は著しい相違を見千ているロ日本では，福祉と産業の関係を問う場

令，従来公共部門で供給していたものを民間の営利会社にまかせ， かくして

「福祉の産業化」が実現される。つまり，福祉のカットオフの論理が福祉と産

業の関係づけを示す。

これに対して，イギリスにおいて労働者用住宅政策の確立が見られるときに

は，かかる住宅供給、/兄テムを作るために，公共機関と住宅供給産業との調整

が行われ，労働者のための住宅を能率よ〈供給するための体制ができあがる。

小論は，このイギリス的な方策の原点に焦点をあわせ，その意義，あるいは積

極面とともに，その消極面をもあわせて検討することを課題とする。

イギリスの住宅政策は，保守党が持家中心，労働党が公営住宅中心の方針を

持つとされてきた。。労働党が少数内閣ながら初めて政権の座に就いたのは，

第一次大戦後の1924年であるc 大戦を境にした住宅をめくる状況，すなわち，

1915年のグラスゴーにおける軍需産業労働者を中心とする家賃旦トライキを契

機として家賃統制法が制定され，これが貸家経営の採算性を失わしめ，戦時戦

1) 両党の住宅政策を両大戦闘期にわたり究明したものとしてj 水主主主公， 政治資源としての住
宅， r国家学雑誌」第860第3・4号，同第5・6号，同第9・10号，第87巻第1・2号， 1973年
6月 1974年2月。
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後の建築コスト高，金利高，復員等による需要増から住宅不足が明らかとなり，

1919竿住宅法の制定に至った状況について，その経過と諸結果を私は解明した

こと由通ある"ロ

興味深い事実は. 1924年の労働党内閣の保健相が，前記のグラスゴ一家賃凡

トライキの指導者， John Wheatleyであったことである。小論では，分析の

対象を1924年住宅法に採り， 1919年住宅法の破綻を克服するための方策は何か，

Wheatleyの住宅政策思想はこの法律の成立といかに関わっているか， そして

彼は住宅供給γ 月テムと労働者向け住宅の需要とをいかに調整しようとしたか

を検討ナる o 乙れによって，住宅政策におけるイギリ λ型の新しい特徴が検出

できるであろう。

II 1924年住宅法立案の背最

前年1923年には保守党内閣に上って住宅法が制定され，保健相の名前を冠し

てチェンパレ γ法と手ばれている。一般的には，私企業によって建築された小

型の売家に補助金を与え，労働者の聞で持家を奨励するものであると理解され

ている。これに対して1924年法はどのような背景を持って立案されたのであろ

うか。本節では同年4月の国家住宅建築委員会の報告a>に依りながら考察しよう。

同報告の表題は， r住宅計画遂行に関する建築産業の現在の位置， とりわけ，

労働力と資材の適切な供給のための手段に関わって」である。委員会は，建築

業の雇用主と職人のそれぞれの代表で構成さわしω， 1924年2月6日と 3月5日

に保健相，労働相，建築業の雇用主と職人の代表とが会合し，前記の表題の調

査を建築業界に委ねたことが発端であった。 Wheatley保健相は序文で次のよ

2) 拙稿，公営住宅政策刀形成と住宅経軒の発展 1919年住宅語法を中心として r経済論
叢」第138巻第3・4号， 1986年9・10月。
3) National House Building Committee. Retort on the Present position in the Building 
Industry，即時 regardto carrying out 0/ a iull Housing Pr曜日mme，having particular 
reference拘 themeans of providing on adequate supply o[ labour and materils. Cmd 
2104， 1921. 
4) 委員長は建築業雇用主全国連盟の W.H. NichoIls，副委員長は建築喋職人全国連盟の T.Bar. 
E阻，委員は雇用主側からIB人，職人側から14人であった。
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うに述べた。 r建築業と建築資材製造業は，労働者用の住宅を生産するにあ

たって何ができるのかを政府に助言することによって政府を支援すべきであ

る。」日では，いかにして労働者用住宅を建築しようとしていくかについて，以

下，報告に沿って検討し 4う。

まず，全体的なことに関して r政府の住宅計画をめぐる建築業の以前の経

験は，同産業内の信頼を喚起する性質のものであるとは言えないJ(p目的とす

る。ーれは， 1919年仕宅都市計画訟をはじめとする以前の住宅法が実態的に機

能せず，労働者向け住宅供給システムが不安定であったことを示唆している。

戦争がもたらした住宅Eめぐる困難な条件のうち rいくつかは消滅したが，

あるものは残っているυ それは，建築業における熟練労働力の相対的不足であ

る。J(pめさらに「他の困難は， 住宅生産コストが高いととである。かなり

の程度改善されたが，今日のコストでは，仮に国家によって補助金ωが与えら

れないならば，経済的に満足しうる基盤，すなわち，労働者用住宅建築への資

本投下を誘因するような基盤のもとでは，労働者用住宅は生産されえない。」

5) Ibid.， p. 2以下，引用ベ←シは本文ヰに示す。
の公営住宅の財政金融関係を図示すると，次のようになろうo

融資

家賃

参考にすべき論文として，西田洋二，戦闘期イギリスの住宅財政 福祉国家と地方財政に|到
する一考察一一， I経宵学研究JNo. 39， 1986年がある。なお， 1932年。インクランドおよびウ
エールズにおける地方当局に住宅財政と融資残高を第一表とLて掲げておく。この表からわかる
ことは，まず第一次大戦後の住宅法の会計が別であり，この時点、においても1919年法に基づく住
宅財政が存在することである。第二に， 1919年法に比べて，後の住宅法(主に1924年法〉が支出
面で維持費等D占める割合が大きい代わりに.収入面で政府補助の割合が低下L，その分だけ家
賃の割合日 E昇しているととである。ともあれ，中央政府の補助金会も勺て本格的な地方公常住
宅四展開が可能になったとは言え.その内実は資本勘定における副主賓と経宮勘定における債務費
および家賃等が，その財政金融調需の中，t.，に据えられていたことが明らかであろう。/'
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(p.8)それゆえ i保健相と労働相が最初に示唆したように，政府が長期計画

を準備することが建築業に熟練労働者を確保させるために必要であるJ(p. 8)。

報告は，現在の熟練労働力枯渇の原因として，建築業の雇用の性格(季節的

要因や建築需要のゆえに不規則であること)， 他産業からの引き抜き， 長引〈

建築不況，戦争による人的損失，移民を指摘している (pp.8-9)。

これらの指摘は，労働者用住宅の寄安とかかる住宅を供給する産業との聞の

調整がJ 政策の実施にあたって欠くこと心できない前提であるιとを示してい

る。

、第一表 1932年度のイングランドとウェ ルズにおける地方当局D住宅財政と融資残高
〔単位千ポンド〉

項 目 |つ百百三宥~コマ院 | 小住宅取得
いf草草喧::'JlIl遺言豊田|監の佳宅諸計|

経常勘定

支出

維持費等

位務費

計

収入

家賃等

政府補助

その他

資本受取

融資

抗詩型基金

期間bF1

107 

21 

資 λ寸:::
総融資残高(債務〉い70，700

22，691 

208 

619 

279.561 

9判例ベ加〔川)
880(48，4%)1 2，363(90.0%) 

1，820 L:田6
1.5剖仁川γm
2C Q. l~百〕

224(12.3%)1 Cr. 7( 0.33百〉

682 2.562 

81 32 

117 5，211 

880 

811 

出所) Connor， L. R.， Urban Housing in England and Wales， }ournalol the Royal 
Statistical SocielY， Part 1， 1936， p. 15九

原資料 LocalTaxation RetuIns， as summarized by Ministry of H 田1th. Sixteenth 
An:nual RepoTt 0/ Ministry 0/ Hcalth， 19叫 35CCmd. 1978)， pp. 314-315 
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それでは，どのような対策が考えられうるのか。それは， i建築業の将来につ

いて雇用主と労働者双方の信頼を回復すること」であり，そのためには， i長期

的建築需要が可能となるような安定した状況が提供されねばならないJ(p的。

住宅計画の内容は， 15年間でおりβ戸の住宅建築を目標とし，住宅コ λ トと

住宅の質白相関関係に対vc，特に注意を喚起している。それまでの住宅政策
の不成功は，高い住宅建築コス lが住宅補助金膨張を引き起こしたことと結び

ついていた。この点に関してJ 報告では，住宅ロストの抑制と住宅計画の成功

のために必要なこととして，種々の関係者，すなわち，雇用主，職人，資材製

造業者，地方当局政府の心からの協同，まh 必要な情報獲得権限を有する

国家住宅建築委員会を設立して，地方当局が自らの住宅ユースと意図を政府，

建築業者，資材製造業者に知ら吐ること，さらに，建築労働力の供給を確保す

るために住宅契約を分割して，できるだけ多くの雇用主と契約することなどが

挙げられている7九

以上のように，報告は，住宅計画遂行のために建築産業が実行すべきことと

してJ 労働力，とりわけ伝統帥J住宅工法には不可欠な熟練労働力の供給を確実

にすることを第 に挙げた。当時の建築労働力の状況について， 労働省の数

字8)は，れんが工，石工，ベンキ職人の不足を明示している。仮に， 5万戸の

の Op.cit.， Cmd. 2104， pp. 10-11. 
的 第二表として掲げる人数は，被保険フ者数を表している。

第二去建第労偶者数の推移

二二]五台;;~~J-，回同月 1 即日月一「雪3;署一
大工 126，780

れんがユ 68. gZO 

石コ 38.8叩

スレート工 6.650 

左 t自 20.1HO

ベンキ職人 1 ::10. F!fiO 

配世斗 36.860 

合計 429，120

問所) Report， Cmd. 2104， p. 12 

132，260 

62，170 

23，880 

5，370 

17，080 

115，900 

35，840 

392，500 361五円一三両面
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住宅を追加建築する際には，い〈人の労働者がさらに必要になるかという試算

も行われているヘ

次に，労働者確保の方策を見ょう。先に住宅契約を分割することによって小

規模雇用主にも機会を与えるという方策を紹介した。これは， ["かなりの程度，

労働力をある地域から他の地域へ移動させるという ι ードを取り除き，ある地

域で利用可能な労働力と住宅総数とを調和きせるJ(p. 17)。報告はさらに進め

て，雇用主と職人の地域的合意で労働力を増加させること，そのために通常16

歳である徒弟制の年齢の上限を引き上げること，契約書を持って年季奉公に入

ると!-，規則上認められた最大徒弟数ト雇用主が実際に掌握する徒弟数との美

を解消することなどを提唱している>Q'。これらを実行に移すために， r建築雇

用主全国連盟と建築職人全国連盟は徒弟の適切な人数を確保するため，すべて

の可能な手段を用いる必要があり，最遅，全国合同徒弟委員会を任命し，状況

と改善方策を検討させているJ(p. 15)また， r各地域で雇用主と職人の合同徒
弟委員会を設立し，徒弟を登録すること，J(p. 16)さらに「訓練と雇用の継続

を図りJ(p.16)， ["職種闘のバランス(例えば，れんが工と左官の相対的不足〉

を調整するまで地方徒弟委員会が徒弟数に闘しである種の裁量を行うべきであ

るJ(p. 16)。これらは，労働者用住宅供給システムを構築するにあたって，関

係者の協力，協同の体制づくりを報告がいかに重視していたかを物語っている

と言えよう'"。

9) 追加必要人員は，れんが工11，772人，大工7，848人，スレート工，タイルエ，左官7，1::¥41:1人， "コ
工，へンキ職人，配管工，ガスI，6，870ん一般封劇者25，500人である。 Ibid.，p. 13 
10) Ibid.， p. 14 
11) 全国合同建築委員会の地方レベルのメカニズムを図示すると次のようになろう。

1全国合同建築委員会|

必要な徒必が供給されているかを監脅

補助:t:出荷通知 支払い同意

必要追加人数を巾請
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次に報告は，建築資材の現状と対策を考察している。現状は，れんがやスレ

ートが地域によっては不足している。例えばスレートは1903年から1913年の水

準の半分の生産量であり J しかも特定のサイズを強要されている。また，住宅

とは別の建築事業での需要もある。，それゆえ本委員会は次のことを痛感して

いる。すなわち，住宅計画の場合と純粋に私的な建築企業の業務拡充の場合と

の両方の増大する需要を充足するために建築資材の供給を十分に増加させるべ

きである。さもなければ1 仕宅提案の基礎となる計算が深刻な影響乞受円る己

あろうJ(p. 22)。そして資材製造業の復興を保証するために. ，，1回の継続と

資材を必要とする地域に関して早めに情報が与えられるべきでありJ(p. 34)， 

また「保健省ほ，ユーザーと資材製造業者の聞の必要な調整が確立される上う

に， ある種の機関を円常的に設立し， サイズと型の標準化に努めるととJ(p 

34). さらに， 資材分配局の設置や輸送手段の改善等も提言きれている。すな

わち. I各地域において労働力供給と資材供給とを調和させ，これらの要素を

地域の住宅ニ スと合致させることが重要なのであるJ(p. 24)。そのためには，

「住宅計画の 般的分配に関して法令委員会が助言責任を持ちJ.Iその委員会

は，地域の住宅ニーズを事前に示L...真実のニーズを確証するために慎重に調

査すべきであるJ(p. 24)。

以上で1924年の国家住宅建築委員会の報告を紹介した。同委員会の構成が建

築業の労使であるので，その焦点が熟練労働力の確保に向かうのは，ある意味

で当然であろう。また，労使が参加する合同建築委員会を全国レベノレ，地方レ

ベノレで設置L...地方当局と協力しながら地域の住宅ニーズを尊重し，建築資材

ω確保にも努めて長期的な住宅計画を遂行することへの意気込みが感じられる。

しかし， どのような質の住宅を建築し亡住宅事情を改善するのか，建築資金の

手当ては低コス}で可能なのかのご点については十分に展閣されていないので

はあるまいか。 15年間で25日万戸の住宅を建てるとし寸政府の計画があり， こ

れが住宅需要を安定的に維持L... これにみあう住宅供給v只テムの協力体制，

つまり，建築業の労働力養成と建築資材産業の生産能力の増進の機会を作り出
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すとLづ基本線を同報告は示唆している。ではJ このようにして作り出された

住宅ばJ 住宅困窮者ii~支払いうる水準の低コスト・低家賃を実現したのであろ

うか。次に1924年住宅法の主要内容を検討しながら，その問題点を探ることに

しよう。

III 1924年住宅法の主要内容とその問題点

住宅行政を担当する保健省は， r住宅(財政条県入財政的解決の説明覚書」山

と題す。文書において， 1924年住宅法の基本的な内容を切らかにしている。ま

ず， 1923年住宅法が1925年10月1日以前に完成した住宅に年間6ポンドで20年

聞の国庫補助を行うとしていたのに対して，本法では1939午10月 1目以前に完

成される住宅に増額された補助金が与えられるとしている出。しかし増傾補

助金を得るためには，それに適格した住需の王Ijと規模でなければならない。具

体的には a 貸家であること， b 地方当局の同意なくして又貸ししないこ

と c 保健省と旦コットランド保健庁の同意なしに売却しないこと， d 住

宅建築の契約が公正な賃金条項を含むこと e 家賃が支払いうるものである

ことである (p.4)。

注目しなければならないことはJ このような条件を満たす労働者用住宅を供

給するのであればJ 民間建築企業にも補助金が与えられるということである。

15年間に25日万戸を建てる住宅計画の遂行のためには国庫補助金が継続されね

ばならないが (p.4)，これはJ主宅生産の維持と住宅供給の合理的コλ ↑にかか

っているとL寸指摘 (pめにも注意する必要があろう。さらに，建築コ月!の

低「に応じて 3年ごとに住宅補助金主見直す乙とも明らかにしている (p.6)。

さて，前記の増額補助金の条件のうち a，b. Cは労働者向け賃貸住宅の

供給主意味している。しかし bとeは物事の表裏の関係にある。なぜならば，

一家族だけでは支払いきれない公営住宅家賃であるので他人に又貸LLてその

12) Ministry of Hea1th， "f-lo山 ingCFinancial Prot1uions). Memorandum Explαining Finan 
"α1 Resolution， Cmd. 2151， 1目4
13) lbid.， p. 3.以下j 本文中に引用ペ ジ数のみ記す。
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家賃負担を軽減しようとするからである。もし支払能力を越える家賃水準であ

ればJ 社会の一部の者たちには公営住宅が必要ときれているにもかかわらず，

供給されないということになり，問題は依然として解決されないまま残るであ

ろう凶。 cについては，逆に考えると保健省等の同意があれば公営住宅が払い

下げうるということ ξあろう。 dは， 1919年法に基っく住宅計画について，補

助金の増大と住宅コストの勝貴を結びつけ，建築労働者の高賃金を非難する論

調があることを考慮したも白であろう。

労働党内閣による1924年住宅法士評価する視点をどとに据えたらよいのであ

ろうか。社会問題としての住宅問題を解決するための千段たりうる内容や論理

構成であるのか，当時から議論のあるところであった。ここでは， Major HA.r-

ry Barnesの著作山によりながら， 24年法の諸側面を究明し土弓。

Barnesは住宅水準について「もし住宅水準というものがなければJ 住宅問

題は存在しないと言えようJ(pめと述べる。そLてベストをはじめとする疫

病対策として， 1835年の公衆衛生法に言及しながら，公衆の清潔さに関わる住

宅水準を次のように把握している。すなわち，住宅単体としてのみではなし

道路，下水道，十分な水道供給が根本的部分をなす。居住密度は一室につき二

人以下で， 各人は400立方フィート以上の容積を保障されること。性別就寝が

行われること。居聞をもつこと o 各戸専用の流し場，洗たく室， 7}:C洗トイレ風

呂を備えること。バーラーはあるほうが望ましいが必要ではない (pp，6-8)。

彼は，結論として， i夫婦と 12歳以上の子ども二人の労働者家族の場合，パー

ラーなしの三寝室が与えられるべきであるJ(p， 8)としている。

住宅コストと家賃の問題について。家賃が週あたり 158を越えれば低賃金労

14) i一般住宅補助による市営住宅は，国，自治体両者の補助にもかかわらずなお家賃統制下にあ
る民間借家に比べて家買が高<.最も困窮度の大きい苦働者貧困層ではなく，相対的に恵まれた

向立可能性の高い周に補助金が流れる傾向があった。この点にたいする保守党側から繰り返し出

された批判は，公営住宅による一般向け供給政策にとって弱長を構成しj 問題は第二次大戦後に

持ち越される.J水谷前掲論文，第86巻第3・4号， 1973年6月，日ベ←ジ。
15) Barnes， National H ousing A proposal for a Nat山 lalM山licipalHouse But"lding Service， 
1924以下，引用ページは本文中に示す。
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働者には支払困難となる。ゆえに「そのような労働者の場合，我々は次のよう

なディレンマに陥っている。すなわち，住宅水準を下げるか，彼らの所得を引

き上げるか，家賃支払能力にかかわりなく住宅を供給するかであるJ(p. 9)。

私的住宅建築企業は， I利潤原理で行動するので， 我々は私企業に別れを

告げ，住宅をある種の公的サービスとしてきたのであるJ(p. 10)。

住宅供給について。現在のストックは， 800万戸であり，仕宅寿命を80年と

すれば毎年10万戸は建て替えねばならない。 r(第 次〉大戦後に実施されてき

た種々の住宅計画のもとで，労働者用住宅建築は建築業の傍流から本流となり，

その流れは今や力強いものとなっているJ(p. 13)。充分な住宅を提供し，人間

居住Ic不適当なものと取り替えるという住宅計画の遂行のためには，継続性と

規則件が要求きれる。 Iなぜならば，第一に長期的にはかなり高い需要水準が

存在L 第二に経済的かっ円滑な遂行は着実で変化の少ない計画に基礎つけら

れるからであるJ(p. 14)。そして彼は次の提案を行う。 I低賃金労働者向け住

宅の公的な供給は不可避である。それは着実で確固たる計画を必要とする o さ

らに，建築コストの一般的騰貴なしにそのような計画を実行することは，建築

業とは別個の全国的な市営住宅建築サービスの設立によってのみ保障される」

(p. 16)，と。

以上の観点から Barnesは24年法を次のように論評した。住宅コストを土地，

道路，下水道込みで500ポンドに抑える努力をしなければ， もし補助金が得ら

れないと週家賃ば 198.3d となる山。 この家賃では支払えない所帯が存在す

るので，国原と地点当局からの補助金で週 148.まで軽減する。 こうして「コ

ストが500ポンドの住宅を，週 148 支払える借家人に供給するというのが，

16) R町四は1924年時点におりる地方公営住宅り経情的家賃を枕のように導出する。総コλ ト500
ボンド，資金は公共事業融資庁 (PWLB)からの借り入れ，利率は年4.75%. さらに6C年賦払い
に必要な減債基金を考慮すると，年号吉町責務費は26ポンド 5，である。また維持，修理，保険等に
年間6司 γ ドかかり， これらを週あたりに換算すると 123.5d となるo R. L. Reiss，引eNew 
Housing H聞 dbook，1924， p. 101. Barn自による家賃計算白基礎が明らかではないので， Reiss 
によるそれとの差の原因をどζに求めるべきか ここでは未解明であるn しかし本文の以下の
記述は，市場での缶宅建築コストから計算される家賃と住宅補助金との関係を示し， さらに建築
「ストのわFかの変動が家賃に多大の影響を与えるとし、ろことを述べるものであるυ
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Wheatley氏の法案なのであるJ(p. 29)。しかし，建築コストが仮に 5%上昇

して525ポンドになると，補助金付きでも家賃は週 15s となる。一般に借家人

を援護する方法としては， (1) 補助金の増額， (2) 住宅水準の低下(風呂なL.，

部屋数削減)， (3) 建築コストの引き下げ(一戸あたり 25ポンド安価になれば

週家賃は Is下がる)，但)借家人の所得を引き上げる，という凶つ (p.3めが

ある。 Wheatleyは(1)を好み， (2)は拒否し， (3)は試みず，科)は自らの権限外と

している。そのように断定する論拠を Barn尉は次の三点に求める。すなわち，

資材コ月 lに関連して，例えば1924年 1月 1日のれんが価格をわしんが製造業者

に対して合理的な価格と認めたという点。さらに， Wheatley の関心は労働力

コストの引き下げにではなし計画達成のための労働力供給増加にあるという

点である (p.33)。

Barnesは Wheatleyが建築コ只トの削減に熱心ではないと批判しているが，

先に検討した保健省の文書からもわかるように， 15年間の長期的住宅計画の成

功の鍵は，熟練労働力の確保と建築資材製造業の生産能力増強を挺とした住宅

コストの合理化にある。これによって以前の住宅計画の破綻の原因である財政

負担膨張の軽減に努めるという意図を24年法が持っていたのではあるまいか。

また， 19世紀以来のイギリスの建築業の伝統である投機的建築や安普請を考慮

すれば，よほど強力な住宅水準に関する公的な統制がなければ住宅水準の確保

は困難であろう mo

しかし，現に悪質な住宅環境に直面している社会の底辺の人々が支払える家

賃を実現するために，住宅コストを一定鋲に設定し，関係産業と協力して労働

力や資材の供給を増やLながら長期的な大量住宅計画を推進するとL、う24年法

の内容について，その現実性は信頼ずるに足るであろうか。それを脅かすもの

として，第 に，私的建築業者の利潤めあての行動，第二に，建築コ月トの変

17) 1919年の住宅マニュアルでは， パ ラーなし三寝室住宅の広きを900平方ブィ-f， パーラー
付きを10加平方フィ ト"lていたが， 1923年fi'宅法では620ないし950平方フィート， 23年かb
33年の平均で750""""850平方フィートであった。 J.B. Cullingworth， Housing and Local Govern-
ment， 1966. pp. 136-139 
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動，第三に，住宅ニーズ実現の各社会階層間での優先順位の不明確さ等が挙げ

らjもるであろう。

Barnesは「全国的市営住宅建築サーピ只」という自らの提案の利点を次の

ように考えていた (pp.37-40)。すなわち，熟練労働者の獲得と維持について

は，パーラー型標準以上の住宅を建築しないことによって必要な技術水準は可

能であり，また公共サーピλ の継続性と支出目規則性によって徒弟集めの困難

を緩和するであろう。産山の増大は競争の精神によって可能であろう。賃金は

組合との合意の下に設定される。その際，サ ピス継続の価値を考慮し生計費

を惹礎にのみ調整きれるべきである。争言語に関連したロッグアウトをなくするo

とのようにして，職人精神の低下ーと準熟練労働者の競争と資金枯渇とを防ぎな

がら I地方当局に熟練労働者の採用の機会を与え，彼らを維持し，労働者用

住宅の建築量を増加させつつ賃金部分を安定化しうるであろうJ(p. 39)。

以上のように J Barnesの提案は24年法と比較して， 私企業に実際の住宅供

給を委ねるのではなく，地方当局を中心とする公的部門が建築労働者を雇い，

住宅供給にあたるという内容を持ち，建築コ λ ト削減の重要性を強調している

ように思える。そのために彼は住宅の質の標準化を提起し，これによって建築

職人の熟練の必要を低め，賃金部分を統制しつつ労働力を確保することを主張

する。これらのことが可能であるのは，公的な住宅計画に基づく建築サービス

のみであるというのが彼の結論である。しかしなお彼の構想に欠円ているもの

があるように思える。それは，建築資材の氏側で安定的な供給の問題と建築資

金の低利による確保の問題であろう。第一次大戦後の住宅問題深真化の原因と

しては，この二点に付け加えて建築労働者の不足，貸家投資に資金が向かわな

かったことが挙げられる。またJ 一般大衆の中でも住宅問題が特に深刻であ

ったのは， 低所得の大家放世帯であり， この点では市場価値に基っく家賃設

定が彼らに低い住宅水準を強制するということにも留意しなければならない。

Barnesは確かに住宅コストと家賃とが密接に結びついており， ヨストが25ポ

y ド上昇Lただけで， (これは一戸500ポソドとすると 5%にすぎない)，週あ



労働者用住宅供給システムの生成過程 (623) 121 

たり 18.だけ家賃が上昇すると力説している。しかし他方で彼は，住宅コユト

の安定化と労働力確保の切り札として，パーラーなし標準住宅を想定する。こ

の住宅は果たして大家族にとって住みやすいのか，また以前の公蛍住宅と比べ

て質の低下を招きはしなし、か，さらに長期的にストックとして維持するに値す

あ住宅であるのかが問題となろう。また，建築資金の点で言えば，利子率の変

動で住宅コ月トに与える影響が異なり，国庫補助金が財政にどれだけの負担を

もたらすかも建築コス lの動向と関わって不安定であるo 一方で貸家経営とし

ては資企が住宅建築に向かわず，他方では余剰資金が海外投資や一流証券への

投資に流れる山ということが，意識されはじめた時点における住宅問題R解決

するためには，建築資金をどのように確保するのかという問題は避けて通れな

いであろう。これらの点を踏まえつつ. 1924年住宅法の論理を下院審議の論調

に沿って整理してみよう o

IV 下院審議における Wheatley法の論理

本節では，各議員の1924年住宅法案をめぐる見解と Wheatley保健相等政府

側の発言とを整理しながら同法の論理を探っていく。

住宅補助金の増額と長期的住宅計画，さらに熟練建築労働者の確保を目指す

という政府側の説明に対して，およそ次のような意見や疑問が出された。

まず， 第一次大戦以来の深刻な住宅不足に重大な責任を有する建築業に，

労働者向け佐宅供給を担わせるのは危険であるというものである。例えば，

Lord Eustace Percy 1"大臣は建築業の性質を誤って把握している。J1Q)OMa.ster-

man iかつて，月ラムの小住宅を建てた小規模な投機的建築業者を大巨はなぜ

18) Wheatley保健相は次のように発言した。 r海外の利潤を求めて流出する資金を住宅建築に必
要な資材。陸全な生産に引き込まねばならないoJHouse 01 CG開 nonsdeba山s，Hansard vol 
175， 1924. c. 97ーなお，全国的な投資機構を創設して，資本輸出の統制や私的投資の統制にあた
るという構想については，次白文献を参照されたし、。 E.A. Radice The State and Investment， 
in G. D. H. Cole (eo'.). Studies in Capital and Investment， 1934 
19) House 01α開即nsdebates， Hansard voL 175. 1924. c. 108 以下では， 議事録の引用は本
文"'に者数と欄を示す。
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敵視しないのかJ(Vol. 175， c. 127-128)。

次に，最も住宅に困っているスラムの住人が，公営住宅の家賃を支払えない

という問題である。例えば， E. D. Siffionは次のように発言している。「戦前

住宅と同一の設備でも家賃が高い地域がある。マンチェスターの場合，戦前住

宅の7邑%が二寝室であり，現在， 市当局は三寝室住宅を建てている。 500ポν

ドのコストとすると， 利子率を 5%として経済的家賃は週 13s となる。 しか

もマ γヲェ月タ では，レイ がこのクラスの住宅に週 5s課せられる。最近

のセン+スでは我々の借家人の96%が職人，事務員，最も畳かな労働者階級で

あ<Sc すなわち，これらの住宅に補助金付きで入居しうるのは， 年所得が200

ないし 300ポγ ドの労働者階級の最も宮裕な部分である。犬勢の子供がし、るっそ

家族は生計費のうちから家賃にあまり回せない。大臣はスラム住民や大家族の

ためには何もしてL、なし、J(Vol. 176， c. 677-681)。

第三に， 1919年住宅法以来，住宅補助金が住宅コストを引き上げたという点。

例えば，日opkins1" Addison計画は完全に失敗した。住宅補助金は住宅コスト

を引き上げた。ゆえに， この補助金は建築業以外の労働者を犠牲にしたもので

あるJ(Vol. 176， c. 141-142)コ

第四に， 住宅補助金の大半が資金供給者に流れている点。例えば Major

Colfox r資本家の取り分である借入資金の利払いを削減すれば，家賃はかなり

引き下げられるJ(Vol. 176， c. 744)0 E. D. Simon， r週家賃 9s.9d のうち，

3s. 3dが土地，資材，労働へ，また 6s.6dが貨幣供給者に流れることになる」

(Vol. 175， c. 186)0 Trevely日 Thomson，1犬巨は法外な高利に何も手をねっ

ていない。このようなことで住宅建築のための何十億ポンドもの公的資金を集

めることに責任を持っているのであろうかJ(Vol. 176， c. 1664)。

第五に，住宅の平均サイズが縮小する問題である。例えば，保健相が最大で

850平方フィートであると言明したのを受けて， Edmand Harveyは， rそれで

はうさぎ小屋だ。地方当局の代表として述べるが，我々はもし可能であればよ

り大きな住宅を建てたL、J(Vol. 176， c. 451) と述べ， Thomsonは， rチェソ
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パレン法では非常に限定されたサイズの住宅を供給し， この15年計画で犬臣

が永続させているのは， 500平方フィートの悲惨な住宅であるJ(Vol. 176， c 

1660) と述べた。

第六に，巨額の財政負担を軽減するために公営住宅を払い下げる問題である。

例えば， N， Chamberlain r地方当局には住宅売却のかなりの誘因があるであ

ろう。というのは， もし売却すれば， 40年間の残りの期間，一戸あたり年4ポ

ンドlOsの支出主免れる o また， 住宅の維持管理費が上昇「るのに，地方当

局は家賃を引き上げる機会をほとんど持たなし、ので損失が山ればレイ iに負担

を押しつけることになるJ(Vol. 176， c. 1576)。

第七に， 15午計画は保註された性質のものではないという批判である。例え

ば， Sir George MeCraeは， r労働力と資材供給増加に関する言及が法案に

はない。労働力供給が増去ないかぎり追加性宅を津てられない。補助金の単な

る増額は住宅コストを引き上げるだけであろう。本委員会で議論されてきたよ

うに， 15年計聞は保証された性質のものではないJ(Vol. 176， c. 917-920)。

第八に，選挙の公正を損なうので，地方当局が選挙民の大家になることは危

険であるという点。例えば， Samuel Robertsの発言 (Vol.176， c. 1646)。

これらの諸批判に対して， Wheatley保健相(以下W と略記〕 と Green-

wood政務次官(以下W と略記〉は，おおよそ次のように応えた。

まず，私的建築業者については，建築コストを引き下げる誘因が建築業自体

に存在するという点。例えば， w. r建築コストを引き下げることは業者も従
事者もともに死活問題である。なぜならば， コストが不合理的に高ければ建築

が止まり，追加資金と追加労働者が無駄になるからである。J(Vol. 175，c.98)0 

また，私企業の有用住にっし、ては，国家官僚制と対比させて次のようにも述べ

られた。 G.r国家的+ーピスとして組織されると， 国民の住宅ユーズを解決

するためには巨大な国家官僚制に帰結する。ゆえに計画は 種の共同体原理に

基づく。現状を考慮すれば，私的建築業を認めて，フルに活用することが望ま

しいJ(Vol. 175， c. 202)。
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次に補助金を含めた公共資金の使途については，何らかの統制が必要である

とされる。iJUえばW の発言 (Vol.176， c. 616)。

さらに，地方当局が住民の大家になっても危険ではないと次のように言う。

W. I地方当局が選挙民の住宅の家主になることが，社会にとって恐ろしいと

思われている。しかし今同，人々は水道，交通，電気など種々のものを自治体

からえているJ(V 01. 176， c. 640)。

また，持家推進の立場からの発言もあった。例えば， W.は I購入者は何

年ものたゆまない貯蓄で買うのであフて，営利目的の投機家から購入しないこ

とが望ま Lい。地方当局によって入居者に払い下げられる場合(1923年住宅

扶の)Chamberlain補助金よりも多く支払うであろう.J (Vol. 176， c. 642) 

と表明した。

建築業内の労働力と資材の確保について， Wは， ['住宅生産能力は多くの

要因に依存する。まず第ーに徒弟の供給である。そのためにすでに教育機関と

協調している。また，指導的立場の人々も本計画への協力を約束してくれしてい

る。継続的な雇用が人々を元の職場に引き戻すであろう。さらに，生産方法や

産業組織をより効率的にすることも重要であろう。新しい建築方法と新しい資

材に重大な関心を持っているコまた，建築業における種々の職種のハランスを

とるためにも仕事の適切な機械化が必要となろう，J (Vol. 176， c. 921-926)と

述べた。

以上のように， 1924年住宅法案の審議過程では，住宅補助金主中心とする公

蛍住宅政策の根本が問題にされた。すなわち，第ーに住宅，自助金が1919年住宅

都市言|団法の経験'"のように住宅コλ トの引き上げにのみ帰結し，住宅戸数も

必要数から掛け離れ，補助金なしの上層階層向け住宅数の優位に終始しては"九

同法案が補助金の増額を掲げても，容易には支持を得られなかったのである。

住宅資金が高金利であるととや財政負担の膨大さは，地方当局による公営住宅

20) 円 ラ なL標準住宅の入札価格は， 1921年3月には838ポンドまで達し， 23年1月には371ポ
シドに落ちついた。 S.Polard， The De凹 lopment01 lhe British Economy， 1962， p. 256 
21) 前掲:fi11l高!第V節参照。
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払い下げの主張を生みやすし住民の住宅ニーズを真に満足しているか否かも

論じられた。

第三に， 24年法案が公営住宅政策を立て直すために，住宅コス「の引き下げ

をつうじて家賃を一般の労働者向けとし，大量かつ安定的に住宅を保証しよう

とするならば，そのメダルの裏側に，住宅の質の低卜と L、う問題が存在するで

あろう。もし前者が解決されず， Iうさぎ小屋」のみ残ると Lたら』住宅問題

の困難性がまずまず明瞭になるであろう。

第三は，建築業の評価とその再編である。地方当局をはじめ，公的部門が住

宅生産能力を持コていない以上，公営住宅は私企業の生産活動に頼らねばなら

ない。その時， どの上うな公的規制が構成さわしていたのであろうか。

との上うな議論を受けて，政府は先に紹介したような答弁を行ったのである

が，そこに流れる同法の論理はつぎのように考えられるであろう。すなわち，

それは，小論の第E節で検討した国家住宅建築委員会の報告に沿って，建築業

の復興を軸に立てられていた。住宅の場合は，コ凡トすなわち家賃が 定範囲

でなければ借り子や買い手は見出しに〈い。そこで建築コストを合理的な範囲

内に抑えるだ円ーの関連産業内の体制が必要となり，その鍵を熟練労働力と建築

資材製造業の振興などに求めた。 Wheatleyが審議の中で産業内での労働力増

強に関する合意を強調するのはJ この点に関わってである。また他方では，熟

練労働力の確保が 朝ータには実現しないので，それをあまり必要としない住

宅建築方法をも想定している。補助金増額という怠味は，当時の建築コストり

ぎりぎりの削減かり計算された家賃ですら労働者階級に負担となるという事情

から，単なる家賃軽減という形をとりながら，内実は，従来の上層階層向け住

宅とは異なる小規模な労働者用住宅への投資の収益安定性の確保を目指したも

のであろう山。このような論理で，補助金が建築コスト上昇につながるという

22) 地方当局の資本投資の原資は，公共事業融資庁 (PWLB)7J' G <D融資であるが， PWLBには，
Local Loan Fund (LLめが資金を供給していた。この場合の収益安定性とは LLFの資金確保
に反映するが， 当11寺すでにかなりの発展をとげていた持家層町ための住宅金融機関である bui1
ding societiesの収益安定をも含んだ形で考えたし、。これらの独自円解明は今挫の課題である。
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批判をかわそうとしたのであるまいか。それゆえ，第一次大戦中から地元グラ

スゴーで住宅運動に携わり，投機的住宅建築業者の実態を知りぬいていると思

われる Wheatleyは， 地方当局の契約者として建築業者の役割を高く評価し

たのではなかろうか。

また，財政負担の軽減という点についてであるが， i15年間， 250万戸」とい

う壮大な計闘の中に法律制定より三年後に補助金額を見直唱とし寸項目があ

ることにも留恵「へきである。その上』個人用の持家をむしろ奨励し，公営住

宅の払い下げすら想定されていたのであ石から， 1919年法に基づく住宅計画の

失敗，すなわち財政負担の膨張で住宅計画が中断したことの二の舞いはなんと

Lても回避するという固い決意が窺われる。

V おわリに

以上で，イギリス史上初の労働党内閣における住宅立法の過程を簡単に振り

返ってみた。従来それは，前年の保守党による住宅法と比較され，両大戦間期

から第二次大戦後に至る公営住宅政策史において先駆的な地位を与えられてい

たが，小論での検討から次のことが概括的に言えるであろう。すなわち，従来，

公営住宅政策の推進にあたっては，国庫補助金を得た地方当局が主体となって，

良質的な低家賃住宅を労働者に供給することが焦点とされていた。イギリ只に

おいては， 1919年の住宅都市計画法がそれを目指したのであるが，補助金が住

宅建築コストを結果的に引き上げ，それが補助金の増額をもたらし，財政的に

も負担が限界に達したので1919年法に基づく公蛍住宅政策は取り止められたの

である。 1924年の労働党政権は，このような経験を踏まえ，公営住宅政策の再

建のために労使に建築業界の問題点を採らせた。そこで明らかになョたことは，

良質で安価な住宅をそのような住宅を最も必要とする労働者に対して供給する

ためには，建築業における熟練労働者を確保L 建築資材産業の復興を図から

ねばならないということであるu つまり J 市場原理にまかせておいたのでは十

分に供給できない労働者用住宅の供給を，政府が長期計画や補助金を保証しな
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がら，建築産業と関連産業の供給体制を改善することで可能に Lょうというも

のである。これは，公的部門が社会的なニーズの需給を調整するという意味を

持つであろう。

しかし，このような住宅供給シ月テムは労働党政権が1924年に崩壊したので，

十分な展開が見られなかったが. 1924年住宅法自体にもいくつかの問題点がふ

くまれ口、た。まず，住宅荷助金膨張による財政破綻を回避するために補助金

を住宅一戸あたり定額にL.家賃が建築コストから計算されるそれよりも若干

低いとしても，富裕な労働者層しか家賃を支払えないこと。また，建築コスト

を500ポ γ ドに抑制するために， 住宅の質はあまり重視されないこと。 さらにJ

そのような小型の住宅は大家族には不向きであることなどである Q

小論は，主に1924年体宅法令めぐる労働者用住宅供給システムの構想の意義

と問題点を検討してきたが. 1920年代の公営住宅の実態と 1930年代のスラムク

リアランスと持家ブームの分析は残された課題としている。


